
２．野菜対策事業報告   

（１）事業の概要 

野菜の供給量と価格の安定を図るため、生産者の計画的な生産・出荷を推進する

とともに、気象の影響等による一時的な野菜の出荷の変動により、価格が著しく低

落した場合に、生産者の経営に及ぼす影響を緩和することにより野菜の再生産を促

し、野菜農業の健全な発展と国民に対する野菜の安定供給に資することを目的に事

業を実施した。 

このような中で、本県の野菜価格安定対策事業の補給交付金等の交付は、総額

1,530,224,408 円の交付金、資金造成計画額に対する交付率は 32.2％となった。 

 

（２）事業の実施内容 

① 業務方法書の一部変更 

 国の実施要領及び実施細則の変更に伴い、業務方法書の一部変更を行い、事

業運営を適切に行った。 

ア、業務対象年間の短縮 

     独立行政法人農畜産業振興機構の業務方法書及び実施細則の一部変更に

伴い、平成２９年度から３１年度までの３年間で設定していた業務対象年

間については、交付予約数量の適正化等に対応するため、1 年間短縮し、

新たに平成３０年度から３２年度までの３年間の業務対象年間を設定し

実施した。 

   イ、保証基準額の見直し 

     独立行政法人農畜産業振興機構の業務方法書及び実施細則の一部変更に

伴い、概ね３年毎に見直している保証基準額等の改正を実施した。 

   ウ、業務対象出荷期間の分割 

     収入保険制度開始に伴い、年跨ぎの出荷期間の分割を実施した。 

 

  ②指定野菜価格安定対策事業（事務受託） 

ア、交付予約数量・資金造成 

8 品目、92 業務区分に 113,119 トン（対前年比 99.6％）、資金造成計画  

額は、3,792,083,000 円（対前年比 99.9％）。 

   イ、価格差補給交付金等 

ばれいしょ、春だいこんを中心に平成 31 年 3 月末までに、1,438,839,000 

円を交付した。資金造成額に対する交付率は 37.9％となっている。 

 

③特定野菜供給産地育成価格差補給事業 

ア、交付予約数量・資金造成 

7 品目、60 業務区分に 4,256 トン（対前年比 94.6％）、資金造成総額は、 

538,455,380 円（対前年比 95.4％）。 



   イ、価格差補給交付金等 

アスパラガス、こまつなに平成 31 年 3 月末までに、451,892 円を交付した。

資金造成額に対する交付率は 0.1％となっている。 

 

④指定野菜供給産地育成価格差補給事業 

ア、交付予約数量・資金造成 

9 品目、79 業務区分に 7,359 トン（対前年比 99.1％）、資金造成総額 

は、425,619,500 円（対前年比 101.5％）。 

   イ、価格差補給交付金等 

春レタスを中心に平成 31 年 3 月末までに、90,933,516 円を交付した。資金

造成額に対する交付率は 21.4％となっている。 

 

⑤野菜価格安定対策事業の啓発推進及び関係書類整備指導 

    事業の円滑な推進を図るために、独立行政法人農畜産業振興機構、県及び全

農長崎県本部と連携して会員、関係機関の実務担当者を対象として制度事業の

内容等の説明会を開催した。 

    なお、会員に対しての交付事務迅速化に努めた。又、事業に係る会計処理、

関係書類整備等の点検指導を実施した。 


